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資料No.２ 

基準地震動の策定に関する審査における不確かさの反映の具体例 

令 和 ３ 年 ２ 月 ３ 日

原 子 力 規 制 庁

１．概 要 

令和２年１２月１６日の原子力規制委員会において、「基準地震動の策定に

係る審査について」（参考資料）が取りまとめられた。その際の審議において、

今後、技術的な内容について説明を加えていく必要があるとの指示があったの

で、審査の具体例として、大飯発電所の基準地震動の審査を取り上げ、報告す

る。内容は、基準地震動のうち、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」

の「FO-A～FO-B～熊川断層による地震」の断層モデルを用いた手法に基づく

地震動評価の審査について説明する。

２．大飯発電所の基準地震動の策定に係る審査について 

2.1 レシピを用いて行う基準地震動策定の全体の流れ 
大飯発電所の基準地震動の策定に係る全体フローを図表１に示す。このう

ち、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」の断層モデルを用いた手

法に基づく地震動評価は、地震調査研究推進本部1地震調査委員会の「震源

断層を特定した地震の強震動予測手法（「レシピ」）」2（以下「レシピ」とい

う。）に示された関係式及び手順に基づいて行われている。レシピにおける

内陸地殻内地震の震源特性パラメータ設定フローを図表２に示すが、本資料

での説明に関し必要な部分を摘記すると図表３のとおりである。

レシピを用いて地震動評価を行う際には、その評価に影響を与える種々の

不確かさがあることから、敷地での地震動が厳しい側のものになるように初

期入力条件である震源特性パラメータを設定すること、又は得られた地震動

評価結果そのものを大きくすることを行う。

審査では、このような点を中心に、基準地震動が、地震動評価に大きな影

1文部科学大臣を本部長とする地震防災対策特別措置法に基づく政府の特別な機関。阪神・

淡路大震災を契機として、平成７年７月に設置。地震調査委員会は、地震調査研究推進

本部内部の外部委員による委員会。
2強震動予測手法や震源特性パラメータの設定にあたっての考え方について取りまとめたも

の。また、震源断層を特定した地震を想定した場合の強震動を高精度に予測するため

の、「誰がやっても同じ答えが得られる標準的な方法論」を確立することを目指してい

る。
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響を与えると考えられる不確かさを考慮して適切に策定されていることを、

地震学及び地震工学的見地に基づく総合的な観点から判断している。 
 

2.2 地震動評価の「基本ケース」 
地震動評価の「基本ケース」は、地質調査結果、地震学及び地震工学の知

見等を踏まえて設定するものである。「基本ケース」自体も、以下に示すと

おり、評価結果が厳しい側のものとなるように、断層長さ及び断層幅、アス

ペリティ位置を設定した。 
（１）「断層長さ及び断層幅」の設定 

レシピでは、「過去の地震記録や調査結果等の諸知見を吟味・判断して

震源モデルを設定する場合」、「その知見を生かした断層モデルの設定を行

う」とされている。 
断層長さ及び断層幅（断層上端深さ）については、審査の過程において、

不確かさを反映して設定することを求め、図表４のとおり、断層長さにつ

いては「FO-A～FO-B 断層」と「熊川断層」とを連動させ、また、断層幅

（断層上端深さ）については上端深さ 4km を上端深さ 3km に見直した。 
その結果、震源断層面積が大きくなり、レシピ(3)式（入倉・三宅式）を

用いて震源断層面積から計算される地震モーメント3は、事業者の当初の

申請と比較して 3.7 倍となった。断層長さ及び断層幅を見直したことによ

る地震モーメントへの影響を図表５に示す。また、地震動評価への影響を

図表６及び図表７に示す。 
 

（２）「アスペリティ位置」の配置 
レシピでは、アスペリティ4位置は、「平均的な地震動を推定することを

目的とする場合で平均変位速度の分布などの情報に基づき設定できない

場合には、やや簡便化したパラメータ設定として、アスペリティが１個の

場合には中央付近、アスペリティが複数ある場合にはバランス良く配分し、

設定するケースを基本ケースとする」とされている。 
アスペリティ位置については、敷地での地震動が厳しいものになるよう

に、断層面の最も浅い場所に配置した。 
アスペリティ断面図及び地震動評価結果への影響度を図表８に示す。こ

の結果を見ると、特に短周期領域の地震動レベルは、最も浅い位置（上段

                                                   
3地震の大きさを示す指標の一つ。断層面をずらそうとする偶力のモーメントの大きさ。地

震の破壊域の面積とすべり量の積に比例する量。 
4プレート境界や活断層などの断層面上で、ある時に急激にずれて（すべって）地震波を出

す領域のうち、通常は強く固着していて、周囲に比べて特にすべり量が大きい領域のこ

と。 
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１列目）にあるアスペリティの影響が大きいことが分かる。 
 

2.3 地震動評価の「不確かさケース」 
地震動評価の「不確かさケース」は、「基本ケース」の地震動評価結果を

もとに、さらに保守性を確保するため、以下（１）に示すように、初期入力

条件である震源特性パラメータをより厳しい結果が出る値に設定すること、

又は地震動評価結果そのものを大きくすることを行ったものである。 
（１）地震動評価の「不確かさケース」 

地震動評価に大きな影響を与える不確かさを検討した結果、図表９に示

す「不確かさケース」を設定した。このうち、短周期領域の地震動評価に

影響の大きいケースが、新潟県中越沖地震の知見を踏まえた「短周期の地

震動レベルを 1.5 倍したケース」である。また、その他、断層傾斜角の不

確かさに伴い地震モーメントが大きくなるケース、断層が敷地の極近傍に

位置することを踏まえて短周期の地震動レベルと破壊伝播速度の不確か

さを重畳させたケース等を設定した。 
 

（２）「短周期の地震動レベルを 1.5 倍したケース」 
「短周期の地震動レベルを 1.5 倍したケース」は、アスペリティ応力降

下量5を 1.5 倍するのと同じ効果となるように、計算結果である短周期領

域の加速度フーリエスペクトルを 1.5 倍にしたものである。「基本ケース」

と「短周期の地震動レベルを 1.5 倍したケース」の地震動評価結果を比較

したものを図表１０に示す。 
なお、「短周期の地震動レベルを 1.5 倍したケース」は、アスペリティ応

力降下量を 1.5 倍するのと等価であり、アスペリティ応力降下量と比例関

係にある短周期レベル6を 1.5 倍することとも等価である。さらに、レシピ

(12)式を用いて計算すれば、これは地震モーメントを約 3.4 倍7することに

相当することがわかる。剛構造で設計されている原子力発電所に対しては、

このように「短周期の地震動レベルを 1.5 倍したケース」は、地震モーメ

ントに換算すると相当の保守性がある。ただし、周期１秒程度以上のスペ

クトルは大きくはならない。 
 

                                                   
5地震によって解放される応力をいう。ここでは、断層運動前後の剪断応力の差をいい、静

的応力降下量ともいう。 
6強震動予測に直接影響を与える短周期領域における加速度震源スペクトルがフラットにな

るレベル。 
7レシピ(12)式によると、地震モーメントは短周期レベルの３乗に比例するので、1.5３倍と

なる。 
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2.4 大飯発電所の基準地震動の審査のまとめ 
「FO-A～FO-B～熊川断層による地震」の地震動評価において、断層の上

端深さ、断層の連動（断層長さの増大）及び短周期の地震動レベルといった

パラメータを、評価結果が厳しいものになるように設定した結果、地震動評

価結果がどのように保守的になったのかを図表１１に示す。 
大飯発電所の基準地震動（「FO-A～FO-B～熊川断層による地震」の地震

動評価）の策定に係る審査においては、以上示したとおり、基準地震動が、

敷地及び敷地周辺の地域的な特性を踏まえて、地震学及び地震工学的見地に

基づく総合的な観点から不確かさを十分に考慮して策定されていることを

確認し、妥当なものであると判断している（基準地震動の一覧については、

図表１２参照）。 
 
 別添資料  

〇震源断層面積から計算した地震モーメントに何らかの上乗せをすることにつ

いて（「FO-A～FO-B～熊川断層による地震」に係る試算） 
 
 参考資料  

〇基準地震動の策定に係る審査について（令和２年１２月１６日原子力規制委

員会決定） 
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層
の
モ
デ
ル
の
断
面
図

（
断
層
上
端
深
さ
の
見
直
し
）

（
「
若
狭
湾
周
辺
の
主
な
断
層
の
分
布
」
は
、
関
西
電
力
（
株
）
大
飯
発
電
所
３
、
４
号
炉
審
査
資
料
（
平
成

29
年

4月
14
日
提
出
資
料
）
か
ら
抜
粋
、
加
筆
＜

ht
tp

s:
//w

w
w

2.
ns

r.g
o.

jp
/d

at
a/

00
01

94
03

2.
pd

f＞
）
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図
表

5
断
層
長
さ
及
び
断
層
幅
を
見
直
し
た
こ
と
に
よ
る
地
震
モ
ー
メ
ン
ト
へ
の
影
響

（
事
業
者
に
よ
る
当
初
申
請
と
の
比
較
）

主
な
震
源
特
性
パ
ラ
メ
ー
タ

事
業
者
の
当
初
の
申
請

FO
-A
～

FO
-B
断
層

審
査
結
果

FO
-A
～

FO
-B
～
熊
川
断
層

審
査
結
果
／

事
業
者
の
当
初
の
申
請

断
層
長
さ

35
.3

 k
m

63
.4

 k
m

1.
80

断
層
深
さ
：
上
端
深
さ

~下
端
深
さ

4 
~ 

18
 k

m
3 

~ 
18

 k
m

断
層
幅
（
傾
斜
角

90
°
ケ
ー
ス
）

14
 k

m
15

 k
m

1.
07

震
源
断
層
面
積

49
4 

km
2

95
1 

km
2

1.
92

地
震
モ
ー
メ
ン
ト

1.
36
×

10
19

N
m

5.
03
×

10
19

N
m

3.
70

審
査
の
過
程
に
お
い
て
、

FO
-A
～

FO
-B
～
熊
川
断
層
に
よ
る
地
震
に
つ
い
て
、
断
層
長
さ
、
断
層
幅
を
見
直
し
た
こ
と
に
よ
り
、
審

査
結
果
に
お
け
る
地
震
モ
ー
メ
ン
ト
は
、
事
業
者
の
当
初
の
申
請
と
比
較
し
て

3.
7倍
と
な
っ
た
。
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図
表

6
断
層
の
連
動
（
断
層
長
さ
の
増
大
）
に
よ
る

地
震
動
評
価
結
果
へ
の
影
響

NS
EW

UD

0.
11

1
0

1
0
0

10
0
0 0.
0
1

0.
1

1
10

速度(cm/s)

周
期
(s
e
c
.)

(h
=
0
.0
5
)

0.
1110

10
0

1
0
00

0
.0
1

0
.1

1
10

速度(cm/s)

周
期
(s
e
c
.)

(h
=
0.
0
5
)

0.
1110

1
0
0

10
00

0
.0
1

0
.1

1
10

速度(cm/s)

周
期
(s
e
c
.)

(h
=
0
.0
5
)

N
S成
分

EW
成
分

U
D
成
分

FO
-A

~F
O

-B
断
層

(破
壊
開
始
点
②
）

FO
-A

~F
O

-B
~熊
川
断
層

(破
壊
開
始
点
②
）

（
関
西
電
力
（
株
）
大
飯
発
電
所
３
、
４
号
炉
審
査
資
料
（
平
成

29
年

1月
13
日
提
出
資
料
）
か
ら
抜
粋
、
引
用

＜
ht

tp
s:

//w
ar

p.
nd

l.g
o.

jp
/in

fo
:n

dl
jp

/p
id

/1
12

42
28

0/
w

w
w

.n
sr

.g
o.

jp
/d

at
a/

00
01

79
05

5.
pd

f＞
）

FO
-A
～

FO
-B
～
熊
川
断
層
（
3連
動
）
に
よ
る
地
震
動
は
、

FO
-A
～

FO
-B
断
層
（
2連
動
）
に
よ
る
地
震
動
に
比
べ
周
期
全

体
に
わ
た
り
大
き
い
傾
向
で
あ
る
（
敷
地
と
断
層
の
位
置
関
係
に
よ
り
、
各
成
分
に
分
配
さ
れ
る
割
合
は
変
化
す
る
）
。

FO
-A
～

FO
-B
～
熊
川
断
層
に
よ
る
地
震
の
最
大
加
速
度
は
、
破
壊
開
始
点
②
と
し
た
ケ
ー
ス
に
お
け
る

EW
成
分

60
6g

al
で
あ
る
。
こ
れ
は
、

FO
-A
～

FO
-B
断
層
に
よ
る
地
震
の
最
大
加
速
度

45
8g

al
の
約

1.
32
倍
で
あ
っ
た
。
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図
表

7
断
層
上
端
深
さ
の
見
直
し
（
断
層
幅
の
増
大
）
に
よ
る

地
震
動
評
価
結
果
へ
の
影
響

FO
-A
～

FO
-B
～
熊
川
断
層
（
３
連
動
）
に
よ
る
地
震
動
（
た
だ
し
、
事
業
者
の
当
初
の
申
請
時
の
評
価
で
あ
り
、
参
考
扱
い
）

は
、
断
層
上
端
深
さ

4k
m
を
基
本
と
し
、
不
確
か
さ
と
し
て
断
層
上
端
深
さ

3k
m
を
評
価
し
て
い
た
。
断
層
上
端
深
さ
を

3k
m
と
し

た
際
の
地
震
動
評
価
結
果
の
最
大
加
速
度
は
、
破
壊
開
始
点
③
ケ
ー
ス
に
お
け
る

EW
成
分
の

62
9g

al
で
、
断
層
上
端
深
さ
を

4k
m
と
し
た
際
の
地
震
動
評
価
値

47
6g

al
の
約

1.
32
倍
で
あ
っ
た
。
こ
れ
は
、
上
端
深
さ
を

4k
m
か
ら

3k
m
に
変
更
す
る
こ
と
に

よ
り
震
源
断
層
面
積
が
大
き
く
な
る
こ
と
の
影
響
よ
り
も
、
ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
の
位
置
が
敷
地
に
近
づ
く
こ
と
の
影
響
が
大
き
い
。

（
関
西
電
力
（
株
）
大
飯
原
子
力
発
電
所
３
、
４
号
炉
審
査
資
料
第

59
回
審
査
会
合
資
料
（
平
成

25
年

12
月

18
日
）
資
料

2-
3か
ら
抜
粋
、
引
用
、
加
筆

＜
ht

tp
s:

//w
ar

p.
da

.n
dl

.g
o.

jp
/in

fo
:n

dl
jp

/p
id

/1
09

53
97

9/
w

w
w

.n
sr

.g
o.

jp
/d

at
a/

00
00

34
94

3.
pd

f＞
）
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表

8
ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
の
断
面
図
及
び
地
震
動
評
価
結
果
へ
の
影
響
度

敷
地
で
の
地
震
動
が
厳
し
い
も
の
に
な
る
よ
う
、
「基
本
ケ
ー
ス
」に
お
い
て
、
地
震
動
評
価
結
果
に
大
き
く
影
響
す
る
ア
ス
ペ
リ

テ
ィ
を
断
層
面
の
最
も
浅
い
位
置
に
配
置
し
た
。

FO
-A

~F
O

-B
~熊
川
断
層
（
短
周
期
の
地
震
動
レ
ベ
ル
を

1.
5倍
し
た
ケ
ー
ス
；破
壊
開
始
点
③
）の
地
震
動
評
価
結
果
に
つ

い
て
、
領
域
毎
の
地
震
動
評
価
結
果
へ
の
影
響
度
を
分
析
す
る
と
、
最
も
浅
部
に
位
置
す
る
ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
（
上
段
１
列
目
）の
影

響
が
大
き
く
、
特
に
短
周
期
領
域
で
顕
著
に
な
っ
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。

（
関
西
電
力
（
株
）
大
飯
発
電
所
３
、
４
号
炉
審
査
資
料
（
平
成
2
9
年
1
月
1
3
日
提
出
資
料
）
か
ら
引
用
、
加
筆

＜
h
tt
ps
:/
/
w
ar
p.
n
dl
.g
o
.jp
/
in
fo
:n
dl
jp
/
pi
d/
1
1
2
4
2
2
8
0
/
w
w
w
.n
sr
.g
o
.jp
/
da
ta
/
0
0
0
1
7
9
0
5
5
.p
df
＞
）

③
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表

9
地
震
動
評
価
の
「
不
確
か
さ
ケ
ー
ス
」

（
関
西
電
力
（
株
）
大
飯
発
電
所
３
、
４
号
炉
審
査
資
料
（
平
成

29
年

4月
14
日
提
出
資
料
）
か
ら
抜
粋
、
引
用
、
加
筆
＜

ht
tp

s:
//w

w
w

2.
ns

r.g
o.

jp
/d

at
a/

00
01

94
03

2.
pd

f＞
）
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表

10
短
周
期
の
地
震
動
レ
ベ
ル
を
１
．
５
倍
し
た
ケ
ー
ス

「
短
周
期
の
地
震
動
レ
ベ
ル
を

1.
5倍
し
た
ケ
ー
ス
」
は
、
計
算
結
果
で
あ
る
短
周
期
領
域
の
加
速
度
フ
ー

リ
エ
ス
ペ
ク
ト
ル
を

1.
5倍
に
し
た
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
地
震
波
の
最
大
加
速
度
も
お
お
む
ね

1.
5倍

程
度
と
な
る
。

（
関
西
電
力
（
株
）
大
飯
原
子
力
発
電
所
３
，
４
号
炉
審
査
資
料
第

13
5回
審
査
会
合
資
料
（
平
成

26
年

9月
5日
）
資
料

4-
1か
ら
抜
粋
、
引
用
、
加
筆

＜
ht

tp
s:

//w
ar

p.
da

.n
dl

.g
o.

jp
/in

fo
:n

dl
jp

/p
id

/1
09

53
97

9/
w

w
w

.n
sr

.g
o.

jp
/d

at
a/

00
00

35
93

0.
pd

f＞
）
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図
表

11
断
層
の
上
端
深
さ
、
断
層
の
連
動
、
短
周
期
の
地
震
動
レ
ベ
ル
に
か
か
る

不
確
か
さ
を
反
映
し
た
こ
と
に
よ
る
地
震
動
評
価
結
果
（
最
大
加
速
度
）

0
10

0
20

0
30

0
40

0
50

0
60

0
70

0
80

0
90

0
加
速
度
（
ga

l）

0
10

0
20

0
30

0
40

0
50

0
60

0
70

0
80

0
90

0
加
速
度
（
ga

l）
事
業
者
の
当
初
の
申
請
の
地
下
構
造
モ
デ
ル
に
よ
る
地
震
動
評
価
結
果

審
査
結
果
の
地
下
構
造
モ
デ
ル
※

2 に
よ
る
地
震
動
評
価
結
果

各
ケ
ー
ス
の
最
大
加
速
度
を
示
す
（
破
壊
開
始
点
は
異
な
る
）

事
業
者
の
当
初
の
申
請
で
は
、

3連
動
※

1 は
参
考
ケ
ー
ス

※
1 

FO
-A
～

FO
-B
～
熊
川
断
層

54
1g

al

各
ケ
ー
ス
の
最
大
加
速
度
を
示
す
（
破
壊
開
始
点
は
異
な
る
）
。
い
ず
れ
も
上
端
深
さ

3k
m

※
2 
事
業
者
の
当
初
の
申
請
か
ら
地
下
構
造
モ
デ
ル
（
地
震
波
速
度
、
減
衰
定
数
）
を
変
更

※
3

FO
-A
～

FO
-B
断
層

62
9g

al

45
8g

al

60
6g

al

85
6g

al

上
端
深
さ

の
影
響

断
層
連
動

の
影
響

短
周
期
の

地
震
動
レ
ベ
ル

1.
5倍
の
影
響

断
層
の
上
端
深
さ
、
断
層
の
連
動
及
び
短
周
期
の
地
震
動
レ
ベ
ル
に
つ
い
て
、
評
価
結
果
が
厳
し
い
も
の
に
な
る
よ
う
に

設
定
し
た
結
果
、
最
大
加
速
度
の
値
が
大
き
く
な
り
、
保
守
的
な
評
価
と
な
っ
た
。

3連
動
※

1 の
「
基
本
ケ
ー
ス
」

上
端
深
さ

4k
m

3連
動
※

1 の
「
不
確
か
さ
ケ
ー
ス
」

上
端
深
さ

3k
m

2連
動
※

3 の
「
基
本
ケ
ー
ス
」

3連
動
※

1 の
「
基
本
ケ
ー
ス
」

3連
動
※

1 の
「
不
確
か
さ
ケ
ー
ス
」

短
周
期
の
地
震
動
レ
ベ
ル
を

1.
5倍
し
た
ケ
ー
ス
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表

12
大
飯
発
電
所
の
基
準
地
震
動
の
審
査
の
ま
と
め

大
飯
発
電
所
の
基
準
地
震
動
の
策
定
に
係
る
審
査
に
お
い
て
は
、
基
準
地
震
動
が
、
敷
地
及

び
敷
地
周
辺
の
地
域
的
な
特
性
を
踏
ま
え
て
、
地
震
学
及
び
地
震
工
学
的
見
地
に
基
づ
く
総
合

的
な
観
点
か
ら
不
確
か
さ
を
十
分
に
考
慮
し
て
策
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
、
妥
当
な
も
の
で

あ
る
と
判
断
し
て
い
る
。

（
関
西
電
力
（
株
）
大
飯
発
電
所
３
、
４
号
炉
審
査
資
料
（
平
成

29
年

4月
14
日
提
出
資
料
）
か
ら
抜
粋
＜

ht
tp

s:
//w

w
w

2.
ns

r.g
o.

jp
/d

at
a/

00
01

94
03

2.
pd

f＞
）
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1 
 

別添資料 

震源断層面積から計算した地震モーメントに何らかの上乗せをする

ことについて（「FO-A～FO-B～熊川断層による地震」に係る試算）  

 

ここでは、「FO-A～FO-B～熊川断層による地震」を例にして、レシピの入
倉・三宅式を用いて震源断層面積から地震モーメントを計算する際に、仮に何

らかの値を上乗せした場合の影響について考察する。なお、本文の説明でも明

らかなとおり、実際の審査では、レシピの入倉・三宅式による計算結果の地震

モーメントに数値を上乗せするようなことは行っていない。 
入倉・三宅式を用いて震源断層面積から計算した地震モーメントに何らかの

値を上乗せした場合、レシピの震源特性パラメータ設定フローによると、短周

期レベルの値が大きくなり、これに伴い、特に短周期領域における地震動の大

きさに寄与するアスペリティ総面積とアスペリティ応力降下量に影響を及ぼ

す。 
震源断層面積から計算した地震モーメントに、上乗せする値を２ケース

（50％上乗せと 100％上乗せ、倍率にすると 1.5倍と 2倍）設定し、その影響
について試算した。上乗せの設定イメージを別添図表１に、試算結果を別添図

表２に示す。試算結果から、以下のことが言える。 
・地震モーメントへの上乗せにより、震源断層面積に占めるアスペリティ総

面積の比が 60%を超え、レシピで参照している知見に反する。また、レシ
ピに従うと、アスペリティのすべり量は平均すべり量の 2倍としているた
め、背景領域のすべり量が負となり、震源モデルに破綻が生じる。 
・地震モーメントへの上乗せによるアスペリティ総面積の増分の影響が大

きく、アスペリティ応力降下量は小さくなる。剛構造で設計されている原

子力発電所への影響が大きい短周期領域の地震動の大きさは、主に①断層

及びアスペリティと敷地との距離、②アスペリティ応力降下量、③アスペ

リティ総面積の関係で決まる。アスペリティ総面積が増えアスペリティ応

力降下量が小さくなる場合、面積の増分は敷地からの距離が遠くなるアス

ペリティの側面と下端が中心となることから、断層と敷地の距離が近い大

飯発電所の場合は、短周期領域の地震動は小さくなる。 
・仮に震源断層面積から計算した地震モーメントに何らかの上乗せをする

と、レシピに従えば円形破壊面を仮定したスケーリング則が適用されず、

アスペリティ総面積の占める割合は断層総面積の 22%とすることになり、
アスペリティ応力降下量は 14.1MPaとなる。この場合、短周期領域の地
震動については、入倉・三宅式を用いて震源断層面積から計算した地震モ

- 17 -



2 
 

ーメントをそのまま用いる場合とほとんど変わらない結果となる。すなわ

ち、入倉・三宅式を用いて震源断層面積から計算した地震モーメントに何

らかの上乗せをする操作を行うことは、基準地震動の策定において必ずし

も厳しい側に評価することにつながらない。 
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別
添
図
表

1
入
倉
・
三
宅
式
を
用
い
て
震
源
断
層
面
積
か
ら
計
算
し
た
地
震
モ
ー
メ
ン
ト
に

何
ら
か
の
値
を
上
乗
せ
す
る
操
作
に
つ
い
て

試
し
に
、
経
験
式
で
あ
る
入
倉
・
三
宅
式

=
.

×1
0

×1
0
を
用
い
て
、
震
源
断
層
面
積
か
ら
計
算
し
た
地
震
モ
ー
メ
ン
ト
M
０

に
、
何
ら
か
の
値
を
上
乗
せ
す
る
操
作
を
行
う
と
す
れ
ば
、
図
の
よ
う
に
震
源
断
層
面
積
一
定
の
も
と
、
地
震
モ
ー
メ
ン
ト
の
値
を
求
め
る
こ
と

に
な
り
、
経
験
式
に
よ
り
求
ま
る
値
か
ら
外
れ
て
い
く
こ
と
に
な
る
。

入
倉
・
三
宅
式
に
基
づ
き
震
源
断
層
面
積
か
ら
地
震
モ
ー
メ
ン
ト
を
求
め
る
概
念
図

震
源
断
層
面
積
を
固
定
し
て
、
地
震
モ
ー
メ
ン
ト
を

50
%
上
乗
せ

(1
.5
倍

)、
10

0％
上
乗
せ

(2
倍

)に
し
た
場
合

(注
)図
中
の
黒
い
点
は
、

観
測
デ
ー
タ
の
ば
ら

つ
き
を
模
式
的
に
示

し
た
も
の
。

３
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別
添
図
表

2
地
震
モ
ー
メ
ン
ト
に
何
ら
か
の
値
を
上
乗
せ
し
た
場
合
の
試
算
結
果

与
条
件

)震
源
断
層
面
積

S
：
95

1k
m

2
（
長
さ

L：
63

.4
km
，
幅

W
：
15

km
)  

 S
波
速
度
β:

 3
.6

km
/s

※
レ
シ
ピ
に
従
え
ば
、
長
大
断
層
の
場
合
、

S a
/S
＝

22
%
と
す
る
こ
と
に

な
っ
て
お
り
、
事
業
者
の
申
請
も
そ
れ
に
従
っ
て
い
る
。

•地
震
モ
ー
メ
ン
ト
へ
の
上
乗
せ
に
よ
り
、
震
源
断
層
面
積
に
占
め
る
ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
総
面
積
の
比
が
60
%を
超
え
、
レ
シ
ピ
で
参

照
し
て
い
る
知
見
に
反
す
る
。
ま
た
、
レ
シ
ピ
に
従
う
と
、
ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
の
す
べ
り
量
は
平
均
す
べ
り
量
の
2
倍
と
し
て
い
る
た

め
、
背
景
領
域
の
す
べ
り
量
が
負
と
な
り
、
震
源
モ
デ
ル
に
破
綻
が
生
じ
る
。

•地
震
モ
ー
メ
ン
ト
へ
の
上
乗
せ
に
よ
る
ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
総
面
積
の
増
分
の
影
響
が
大
き
く
、
ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
応
力
降
下
量
は
小
さ

く
な
る
。
断
層
と
敷
地
の
距
離
が
近
い
大
飯
発
電
所
の
場
合
は
、
短
周
期
領
域
の
地
震
動
は
小
さ
く
な
る
。

•仮
に
震
源
断
層
面
積
か
ら
計
算
し
た
地
震
モ
ー
メ
ン
ト
に
何
ら
か
の
上
乗
せ
を
す
る
と
、
レ
シ
ピ
に
従
え
ば
円
形
破
壊
面
を
仮

定
し
た
ス
ケ
ー
リ
ン
グ
則
が
適
用
さ
れ
ず
、
ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
総
面
積
の
占
め
る
割
合
は
断
層
総
面
積
の
22
%と
す
る
こ
と
に
な
り
、

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
応
力
降
下
量
は
14
.1
M
P
aと
な
る
。
こ
の
場
合
、
短
周
期
領
域
の
地
震
動
に
つ
い
て
は
、
入
倉
・
三
宅
式
を
用
い

て
震
源
断
層
面
積
か
ら
計
算
し
た
地
震
モ
ー
メ
ン
ト
を
そ
の
ま
ま
用
い
る
場
合
と
ほ
と
ん
ど
変
わ
ら
な
い
結
果
と
な
る
。

４
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1 
 

 

基準地震動の策定に係る審査について 
 

令和２年１２月１６日 
原子力規制委員会  

１．基準地震動の策定に係る審査の基本的考え方  

 
〇基準地震動の策定に係る審査は、設置許可基準規則1及びその解釈2に適合

するか否かを地震ガイド3を参照しながら行うものであり、基準地震動が、

地震動評価に大きな影響を与えると考えられる不確かさを考慮して適切

に策定されていることを、地震学及び地震工学的見地に基づく総合的な観

点から判断している。 

〇この基準地震動の策定過程において用いられる地震モーメントは、経験式

を用いて求められることがある。複雑な自然現象の観測データにばらつき

が存在するのは当然であり、経験式とは、観測データに基づいて複数の物

理量等の相関を式として表現するものである。 

〇内陸地殻内地震の地震動評価で一般的に用いられている経験式は、入倉・

三宅式である。同式は、震源断層面積と地震モーメントとの関係を一意的

に示す経験式であり、強震動予測レシピ4を構成する関係式の一つである。

強震動予測レシピを用いて地震動評価を行う場合には、強震動予測レシピ

に示された関係式及び手順に基づいて行っていることを審査で確認して

いる。また、その際、強震動予測レシピに示されていない方法をとる場合

には、その方法に十分な科学的根拠を要する。 

〇審査では、入倉・三宅式を用いて地震モーメントを計算する際、式の基と

なった観測データのばらつきを反映して計算結果に数値を上乗せする方

法は用いていない。このような方法は、強震動予測レシピで示された方法

ではなく、かつこのような方法の科学的根拠を承知していないからである。 

                                                   
1実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成 25 
年原子力規制委員会規則第 5 号） 

2 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈

（平成 25 年 6 月 19 日原子力規制委員会決定） 
3基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド（平成 25 年 6 月 19 日原子力規制委員会

決定） 
4震源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レシピ」）（地震調査推進本部 地震調査委

員会） 
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2 
 

〇基準地震動の策定に係る審査においては、以上のような考え方により、総

合的な観点から、基準地震動の妥当性を判断することとしている。 
 
２．大飯発電所の基準地震動の策定に係る審査  

 
〇大飯発電所の基準地震動（「FO-A～FO-B～熊川断層による地震」の地震

動評価）の策定に係る審査においては、基準地震動が、１．に示した基本

的考え方に基づき、敷地及び敷地周辺の地域的な特性を踏まえて、地震学

及び地震工学的見地に基づく総合的な観点から不確かさを十分に考慮し

て策定されていることを確認し、妥当なものであると判断している。 

〇具体的には、震源断層面積の設定にあたっては、「FO-A～FO-B 断層」と

「熊川断層」との間には、約 15km の離隔があるものの、敷地の前面に位

置しており連動させた場合に地震動評価への影響が大きいことなどから、

連動を考慮して震源断層の長さを保守的に設定していること、震源断層の

上端・下端から求まる震源断層幅も保守的に設定していることを確認して

いる。入倉・三宅式を適用して求められた「FO-A～FO-B～熊川断層によ

る地震」の地震モーメントは、その結果、十分に保守的なものとなってい

る。 

〇この地震モーメントを用いた基本ケースの地震動評価においては、地震動

評価に大きく影響するアスペリティを断層浅部に設定していること、さら

に不確かさケースとして、短周期の地震動レベルを 1.5 倍としたケース、

断層傾斜角の不確かさに伴い地震モーメントが大きくなるケース、断層が

敷地の極近傍に位置することを踏まえ不確かさを重畳させたケース等を

設定していることなど、各種の不確かさを十分に反映した地震動評価を行

っていることを確認している5。 

 

                                                   
5設置許可基準規則の解釈別記２第４条第５項では、不確かさを考慮して地震動評価を行

い、基準地震動を策定することを要求している。また、地震ガイドの「1.1 目的」の「図

－１ 基準地震動の策定に係る審査フロー」でも同様の記載がある。 
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